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１ 主要事業の考え方 

本市の人口動態は 4 年連続の社会増となり、その中でもファミリー世帯の転出超過も

改善傾向にあります。また、本市のイメージが向上しているといった調査結果が得られ

たことに加え、昨年 3 月には市民等の期待・関心を集める中で、尼崎城が一般公開され

ました。 

こうした傾向を更なる好循環につなげるためには、「後期まちづくり基本計画」におい

て重点的に取り組んでいく「主要取組項目」を推進するにあたり、これまでの「ファミ

リー世帯の定住・転入促進」に資するものを中心に、「訪れたい」、「住んでみたい」、「住

み続けたい」まちに向けた取組をより一層推進していくことが重要です。 

一方で、団塊の世代が 2025 年に 75 歳以上の後期高齢者に到達し、また、少子化の影

響により、急速な高齢化と生産年齢人口の減少が進むことから、中長期的な視点でその

対策を図るため、一層の高齢化を見据えた「住んでよかった」まちに向けた取組を進め

なければなりません。 

また、財政運営面では、これまで上向きで推移してきた国内景気の動向が不確実性を

増す中、一定の進捗が見られている財政の健全化を確実なものとするため、実質的な収

支均衡の確保や大きな課題となっている将来負担の抑制等について、これまでの取組を

間断なく進めていく必要があります。 

そうしたことから、「あまがさき『未来へつなぐ』プロジェクト」の最終目標に掲げる

「持続可能で柔軟な行財政基盤の確立」に向け、施策評価での確認等を踏まえ、歳入確

保、事業の改善・見直しに積極的に取り組むとともに、市民サービスの維持・向上を目

指し、より一層ＰＤＣＡを意識した選択と集中を図る予算編成を行いました。  

   
 

   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

（資料）尼崎市総合計画 後期まちづくり基本計画 P.61 
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２ 主要事業 

主要事業：86 件 

事業費 1,647,602 千円（一般財源 183,971 千円） 

※経常的経費：171,933 千円（一般財源 119,437 千円） 

※投資的経費・単年度経費 : 1,789,792 千円（一般財源 378,657 千円） 

※歳入確保や事業の改善・見直し等により生み出された財源： 

▲314,123 千円 ＜通年ベース ▲331,315 千円＞ 

 

記載内容 

 事 業 費  

令和２年度予算額を千円単位で表示し、（ ）内に主要事業部分の事業費を表示しています。 

※ 令和２年度当初予算に事業費を計上しない、また、多数の費目に事業費が混在するも

の等については、「－」と表示しています。 

※ 新たな事業や事業の拡充に伴い、職員（正規職員・会計年度任用職員等）の増員が必

要となるものについては、事業費に人件費は含まれていません。 

※ 事業の改善・見直し等により、歳出が減少又は歳入が増加するものについては、人件

費を含めて増減額を「▲（マイナス）」で表示しており、その際の人件費の積算は、令

和元年度予算ベースの平均単価（正規職員の場合は 1人あたり 7,832 千円）等から積算

しています。 
 

 職 員 数  

新たな事業や事業の拡充、また、事業の改善・見直し等に伴い、職員（正規職員・会計年度

任用職員等）が増減するものについては、その人数を表示しています。 

※ 地方公務員法が改正され、令和 2年度より会計年度任用職員制度が創設されます。 

非常勤行政事務員…一定の専門性が必要な業務を担う職員（主に現行の嘱託員） 

非常勤事務補助員…事務補助業務を担う職員（主に現行の臨時的任用職員） 

 

 重 点 化  

「令和２年度に向けて特に重点的に取り組む項目」に位置付けた事業について、次のとおり

該当する記号を記載しています。 

Ａ … 「地域力・地域防災力を支える仕組みづくり」 

Ｂ … 「学力向上対策」 

Ｃ … 「いじめや体罰の根絶」 

Ｄ … 「困難を抱える児童生徒の支援」 

Ｅ … 「待機児童対策」 

Ｆ … 「ひきこもり青少年の支援」 

Ｇ … 「介護予防・認知症対策」 

Ｈ … 「地域資源を活用した魅力創造・発信」 
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主要事業一覧

(千円)

施策 № 項目名
主要事業に係る

事業費
重点化

掲載
ページ

所管局

1 特定非営利活動促進事業 3,762 Ａ 10 総合政策局

2 市民提案制度関係事業 756 Ａ 11 総合政策局

3 生涯学習プラザ等整備事業（大庄南生涯学習プラザ整備事業） 16,011 12 総合政策局

4 サンシビック尼崎予防保全事業 34,897 13
教育委員会事務局・

総合政策局

5 （仮称）健康ふれあい体育館整備事業 57,051 14
教育委員会事務局・

健康福祉局

6 オリンピックを契機としたスポーツ推進事業 27,882 15 教育委員会事務局

7 パラリンピック応援事業 4,962 16 健康福祉局

8 英語教育推進事業 49,269 Ｂ 17 教育委員会事務局

9 英語学習ホップ・ステップ・ジャンプ事業 76 Ｂ 18 教育委員会事務局

10 計算力向上事業の見直し ▲ 42,933 19 教育委員会事務局

11 教育ICT環境整備推進事業 395,773 Ｂ 20 教育委員会事務局

12
未来の学び研究事業（「ICT等を活用した学習モデル」の研究事
業）

2,534 Ｂ 21 教育委員会事務局

13 琴ノ浦高等学校特色づくり推進事業 700 Ｂ 22 教育委員会事務局

14 インクルーシブ教育システム検討事業 567 23 教育委員会事務局

15
心の教育相談事業（匿名報告アプリ「STOPit」の市立高等学校へ
の導入）

783 Ｃ 24 教育委員会事務局

16 教職員研修事業（体罰防止研修） 990 Ｃ 25 教育委員会事務局

17 情報モラル教育支援員派遣事業 246 Ｃ 26 教育委員会事務局

18 心の教育相談事業（スクールソーシャルワークの拡充） 78 Ｄ 27 教育委員会事務局

19 体力向上事業 2,475 28 教育委員会事務局

20 学社連携推進事業（コミュニティ・スクールモデル事業） 779 Ａ 29 教育委員会事務局

21 熱中症予防対策事業 2,099 30 教育委員会事務局

22 学校給食費徴収管理関係事業（学校給食費の公会計化） 709 31 教育委員会事務局

23 小学校給食調理業務委託の見直し ▲ 9,065 32 教育委員会事務局

①地域
コミュニティ

③学校教育

②生涯学習
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(千円)

施策 № 項目名
主要事業に係る

事業費
重点化

掲載
ページ

所管局

24 産後ケア（訪問型）事業 1,325 33 健康福祉局

25 子どもの人権侵害に関するアンケート調査事業 813 Ｃ 34 こども青少年局

26 保育の量確保事業 549,711 Ｅ 35 こども青少年局

27 保育環境改善事業 171,741 Ｅ 36 こども青少年局

28 第4次　保育環境改善及び民間移管計画（富松保育所移管） ▲ 104,348 Ｅ 37 こども青少年局

29
保育士確保事業・保育の質の向上事業（潜在保育士就労支援事
業、保育士就職フェア事業、潜在保育士研修事業）

4,371 Ｅ 38 こども青少年局

30
地域型保育事業従事者研修等事業（認可外保育施設の巡回支
援事業）

184 Ｅ 39 こども青少年局

31 保育料利用者負担に係る階層の見直し（細分化） 16,664 40 こども青少年局

32 保育料における収納率向上対策の推進 ▲ 6,467 41 こども青少年局

33 保育所入所事務AI活用事業 8,646 42 こども青少年局

34 児童ホーム整備事業 - 43 こども青少年局

35 放課後児童健全育成事業所運営費補助金 1,360 44 こども青少年局

36
児童育成環境整備事業（こどもクラブにおける夏季休業期間の昼
食時間帯の開室）

4,174 45 こども青少年局

37 ユース相談支援事業（ひきこもり青少年支援事業） 79 Ｆ 46 こども青少年局

38
子どもの育ち支援センター運営事業（児童虐待再発防止モデル事
業）

1,136 47 こども青少年局

39 青少年木育等推進事業 2,135 48 こども青少年局

⑤人権尊重・
多文化共生

40 多文化共生社会推進事業 2,018 49 総合政策局

41
いきいき百歳体操等推進事業・高齢者元気アップ活動情報発信
等事業

3,766 Ｇ 50 健康福祉局

42 認知症対策推進事業 17,697 Ｇ 51 健康福祉局

43 生活支援サポーター養成事業 1,320 52 健康福祉局

44 地域包括支援センター運営事業 2,487 53 健康福祉局

45 軽費老人ホーム運営補助の見直し ▲ 4,685 54 健康福祉局

46 介護保険料に係る利便性向上と収納率向上対策の推進 - 55 健康福祉局

47 身体障害者福祉会館移転事業 12,527 56 健康福祉局

48 障害者（児）相談支援事業 11,409 57 健康福祉局

49 たばこ対策推進事業 1,580 58 健康福祉局

50 尼崎口腔衛生センターの組織統合に伴う見直し ▲ 11,496 59 健康福祉局

51 国民健康保険料の減免に係る財源の見直し ▲ 111,254 60 総務局

52 救急隊増隊事業 42,667 61 消防局

53 防災対策等事業（災害情報システムの導入） 2,632 62 危機管理安全局

54 災害時要援護者支援事業（支援体制づくりの推進） 23,808 Ａ 63
健康福祉局・
総合政策局

④子ども・
子育て支援

⑦高齢者支援

⑧障害者支援

⑪消防・防災

⑩健康支援
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(千円)

施策 № 項目名
主要事業に係る

事業費
重点化

掲載
ページ

所管局

55 SDGs地域ポイント制度推進事業 11,386 64 経済環境局

56 マイナポイント関係事業 9,257 65 経済環境局

57
尼崎市商業活性化対策事業（まちなか再生協議会等運営支援事
業）

1,500 66 経済環境局

58 中小企業国際化支援事業 655 67 経済環境局

59 企業人権・同和教育合同研究会の事務局運営手法等の見直し ▲ 5,814 68 経済環境局

60 中小企業資金融資制度関係事業（信用保証料補助金） 1,236 69 経済環境局

61
市報あまがさき等発行事業の見直し（まるっとアマガサキ発行事
業）

▲ 591 70 総合政策局

62 城内まちづくり整備事業（歴史博物館開館事業） 111,430 Ｈ 71 教育委員会事務局

63 城内まちづくり整備事業（駐車場整備・管理運営事業） 30,971 Ｈ 72 経済環境局

64 尼崎城址公園整備事業 38,568 Ｈ 73 都市整備局

65 尼崎城魅力向上事業 3,500 Ｈ 74 経済環境局

66 観光地域づくり推進事業（にぎわいづくり事業） - Ｈ 75 経済環境局

67 尼子騒兵衛作品等資料収集・調査・活用事業 5,471 Ｈ 76 総合政策局

68
環境保全の啓発・活動支援事業（あまがさき環境教育プログラム
の実施）

5,654 77 経済環境局

69 次期焼却施設等整備事業 68,552 78 経済環境局

70 一般廃棄物処理施設整備等基金積立金 151,000 79 経済環境局

71
温暖化対策推進事業（スマートハウス・スマートマンション等普及
促進）

13,504 80 経済環境局

72 温暖化対策推進事業（エネルギーの地産地消促進事業） - 81 経済環境局

73 さわやか指導員制度事業 2,540 82 経済環境局

74 じんかい収集事業の見直し - 83 経済環境局

75 空家対策推進事業（老朽危険空家等除却促進事業） 7,050 84 都市整備局

76 空家利活用推進事業（既存住宅流通促進事業） 393 85 都市整備局

77 隣地統合促進事業補助金 1,000 86 都市整備局

78 市営住宅等駐車場の空区画有効利用 ▲ 570 87 都市整備局

79 市民協働型道路等維持管理事業 2,383 Ａ 88 都市整備局

80 総合計画等推進事業（次期総合計画策定事業） 276 89 総合政策局

81
電力自由化を踏まえた電気料金の抑制（低圧受電施設の電気料
金の抑制）

▲ 16,900 90 資産統括局

82 納付推進事業（キャッシュレス納付推進事業） 4,740 91 資産統括局

83 番号制度等導入関係事業 - 92 総務局

84
コンビニ交付等市民窓口改善事業（本庁臨時開庁の取組の試行
的な拡大）

2,970 93 総務局

85 研修事業（職員向け「法務能力向上研修」） 139 94 総務局

86 議会事務局関係事業（音声認識システムの導入） 901 95 議会事務局

⑰その他

⑯住環境・
都市機能

⑭魅力創造・
発信

⑮環境保全・
創造

⑬地域経済の
活性化・雇用

就労支援
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№1

　本制度を活用することにより、市内におけるNPO法人の社会貢献、
地域の課題解決や魅力向上に資する取組の促進を目指す。

R4目標値： 35

　NPO法人が行う特定非営利活動事業に共感し、応援するために市民
や企業等から寄せられた寄付金の範囲内の額を、市がNPO法人に交付
することにより、特定非営利活動を促進し、地域の課題解決や魅力向上
の推進を図る。なお、その運用に際し、寄付金の年度間調整を行うため
にも、新たに特定非営利活動促進基金を設置する。

指標： 申請団体数 (単位：団体 )

特定非営利活動促進事業
R2事業費 3,762千円（主要事業分 3,762千円） 所属：総合政策局

協働推進課

事業概要

事業イメージ

評価指標・効果額

※特定非営利活動とは、特定非営利活動促進法に規定された２０種類の分野に該当する活動
であり、不特定かつ多数のものの利益に寄与することを目的とするもの。

NPO法人
特定非営利活動促進基金

市民・企業等

尼崎市

申請

交付

活動への
理解・参加

特定非営利
活動の実施、
社会貢献

具体的に支援を

行いたいＮＰＯ

法人の活動を希

望して寄付

税の控除

（記念品なし）
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№2

　市民等の市政参画の促進を図る指標として、本制度の提案団体数の増
加を目指す。

　民間団体からの提案に基づき、市の事業の提案者への委託や、新たな
取組のモデル実施への補助等を行い、地域課題等の解決や市の事業の効
果的・効率的な実施を図る。この取組を通して、民間団体の市政参画の
推進及び政策提案機会の拡大等を図るとともに、行政との相互理解を深
め、適切で良好なパートナーシップを築き、協働の取組を推進する。
　令和２年度は、これまでの「尼崎市提案型事業委託制度」と「尼崎市
提案型協働事業制度」を一本化するとともに、構想段階での提案を可と
するなど、よりわかりやすく、提案しやすい制度とする。
［正規職員の増員は、「№1特定非営利活動促進事業」に係る職務を含めたもの］

指標： 提案団体数 (単位：団体 ) R4目標値： 79

市民提案制度関係事業
R2事業費 756千円（主要事業分 756千円）

[正規職員1人増員]
所属：総合政策局

協働推進課

事業概要

事業イメージ

評価指標・効果額

「提案型事業委託制度」「提案型協働事業制度（補助）」で、皆様の提案を募集します市

…提案するのはやめておこう

団体等

など

委託と補助の違い
がわからない

手続きや書類
が面倒

せっかく考えても
無駄になるのでは

新制度（市民提案制度）で、皆様のアイデアを一緒に実現します！
市

分かりやすく、提案しやすい制度へ！

この他、官民の協働や実施内容をブラッシュアップするための講習会等を行います

互いの状況等を理解し合いながら具体化

を進め、実現可能性をアップ！

提案に必要な書類や手順を軽減！

アイデアを具体化しながら、委託や

補助、共催等、最適な手法を選択！

旧制度を一本化・

様々な手法で協働

アイデアを
一緒に具体化！

提案の手間を削減！
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R4目標値： －

　老朽化が進行している、旧小田・大庄・立花・武庫・園田支所及び旧
小田・大庄・立花・武庫・園田地区会館の建替え（生涯学習プラザの整
備）等を順次行う。
　令和2年度は、尼崎市公共施設マネジメント計画（方針1：圧縮と再
編の取組）に基づき、国の登録有形文化財に指定されている施設である
大庄南生涯学習プラザを、その文化的価値の維持に留意しつつ、必要な
耐震等の改修工事を実施する。

　施設の文化的価値を維持しつつ必要な耐震等の改修を行うものであ
り、評価指標は設定しない。

指標： － (単位： － )

生涯学習プラザ等整備事業
（大庄南生涯学習プラザ整備事業）

R2事業費 1,485,639千円（主要事業分 16,011千円）
所属：総合政策局

大庄地域課

事業概要

事業イメージ

評価指標・効果額

＜施設概要＞
施設名称：大庄南生涯学習プラザ
所在地：尼崎市大庄西町３丁目６ʷ１４
竣工年：昭和１２年（１９３７年）
構造等：
構造 鉄筋コンクリート造

地上３階 地下１階
敷地面積 1,118.64㎡
建築延面積 1,560.50㎡
その他：
（設計者）村野藤吾
（歴史的価値）国の登録有形文化財

～歴史ある文化的建物がリニューアル～

令和元年度より、新たに社会教育

施設の枠を超えた地域の活動拠点と

しての機能が加わった大庄南生涯学

習プラザ。

国の登録有形文化財としての文化

的価値を維持するとともに、さらな

る発展を目指し、施設の耐震・改修

工事を行う。

＜工事スケジュール＞
令和２年度 実施設計
令和３年度 耐震等改修工事着工
令和５年度 供用開始（予定）
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　施設の安全性・機能性を確保するため、予防保全へ転換して、良好な
状態での維持・管理を目指すものであり、評価指標は設定しない。

　尼崎市公共施設マネジメント計画（方針2：予防保全による長寿命化
の取組）に基づき、予防保全による施設の長寿命化に向け、サンシビッ
ク尼崎の改修を行う。

　屋内プール及び中央体育館、中央南生涯学習プラザの複合施設である
サンシビック尼崎において、スポーツの推進を図るための施設及び気軽
に立ち寄りたくなる地域の活動拠点として、将来にわたる機能維持とさ
らなる発展を目指し、改修工事を行う。

指標： － (単位： － ) R4目標値： －

サンシビック尼崎予防保全事業
R2事業費 34,897千円（主要事業分 34,897千円）

所属：教育委員会事務局

スポーツ推進課

総合政策局

中央地域課

事業概要

事業イメージ

評価指標・効果額

【工事スケジュール】

施設名称：サンシビック尼崎

（屋内プール、中央体育館、中央南生涯学習プラザ）
所在地：尼崎市西御園町93-2

構造：鉄筋コンクリート造、地上4階地下1階
延べ床面積：6,298.73㎡
竣工年：昭和58年

令和2年度 ： 実施設計

令和3年度 ： 改修工事、工事監理業務
令和4年度 ： 改修工事、工事監理業務
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　施設の機能統合を行うことにより、市全体の施設総量を抑え、維持管
理や保全等に係るコストを削減するものであり、評価指標は設定しな
い。

　尼崎市公共施設マネジメント計画（方針1：圧縮と再編の取組）に基
づき、老朽化が著しい武庫体育館及び福喜園の機能を統合した施設の整
備を進める。

指標：  (単位：  ) R4目標値：  

（仮称）健康ふれあい体育館整備事業
R2事業費 57,051千円（主要事業分 57,051千円）

所属：教育委員会事務局

スポーツ推進課

健康福祉局

高齢介護課

事業概要

事業イメージ

評価指標・効果額

所在地：尼崎市南武庫之荘1丁目7番20号

概要：鉄筋コンクリート造、地上2階、

延べ床面積982㎡、昭和48年建設

所在地：尼崎市武庫之荘8丁目17番5号

概要：鉄筋コンクリート造、地上2階、

延べ床面積1,316㎡、昭和51年建設

【スケジュール】

令和2年度：建築設計 令和3年度：建築工事、現場監理

令和4年度：建築工事、現場監理、解体設計 令和5年度：解体工事
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R4目標値： 60,000

　東京オリンピックを契機として、聖火リレー等のイベントに取り組む
ことで、市民のスポーツへの関心を高め、本市の魅力を国内外に発信す
る。

　東京オリンピックを契機とした取組を、他のスポーツ推進事業と併せ
て行うことで、市民のスポーツへの関心を高め、本市のスポーツ実施率
及び子どもの体力・運動能力の向上を図る。

指標：
市主催の主なスポーツ大
会・イベントの参加者数 (単位： 人 )

オリンピックを契機としたスポーツ推進事業
R2事業費 27,882千円（主要事業分 27,882千円） 所属：教育委員会事務局

スポーツ推進課

事業概要

事業イメージ

評価指標・効果額

聖火リレーの実施
令和2年5月25日に、東京オリンピックの聖火

リレーを実施する。記念公園陸上競技場をス

タートし、尼崎城址公園をゴールとする。

ゴール地点では、ミニセレブレーションを実

施する。

尼崎ゆかりのオリンピアン

応援事業の実施
本市ゆかりのオリンピック選手を全市一体

となって応援するため、懸垂幕の設置、パ

ブリックビューイングの開催支援を行う。

オリンピック事前合宿チーム

との交流事業の実施
尼崎スポーツの森でオリンピックの事前合

宿を行う国の選手たちとの交流事業を実施

する。

スポーツのまち尼崎

フェスティバルの拡充
スポーツのまち尼崎フェスティバルにおい

て、元オリンピック選手などトップアス

リートによるスポーツ教室を開催する。
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R4目標値： －

　東京パラリンピックの開会に向けて、採火したランタンを展示する聖
火フェスティバル（採火及び聖火ビジット）や出場選手の応援事業を行
う。

　東京パラリンピックの開会に向けた聖火フェスティバルや、出場選手
の応援事業を行い、パラリンピックへの機運の醸成や共生社会の実現を
図るものであり、評価指標は設定しない。

指標： － (単位： － )

パラリンピック応援事業
R2事業費 4,962千円（主要事業分 4,962千円）

[非常勤事務補助員配置]
所属：健康福祉局

障害福祉課

事業概要

事業イメージ

評価指標・効果額

令和2年8月15日～16日

「炎の訪問イベント」－聖火フェスティバル

聖火を採火し、ランタンに灯したその聖火を市内の施設に展示（訪

問）した後、県を通じ東京へ出立する。

 採火：身体障害者福祉センター（8月15日）
⇒身体障害者福祉会館、尼崎城（8月16日）
⇒兵庫県（8月17日）⇒東京へ（8月18日～8月25日）

令和2年8月25日

令和2年8月26日～9月3日

「尼崎ゆかりのパラリンピアンを応援しよう！」－出場選手応援事業

本市ゆかりのパラリンピック選手を全市一体となって応援するため、

懸垂幕の設置、パブリックビューイングの開催支援を行う。

パラリンピック開幕
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(小学校)外国語教育において、正しい英語の音声に触れる機会を増やし
て、英語学習への意欲を高める雰囲気作りが期待できる。
(中学校・高校)今求められるコミュニケーションを中心とする授業作り
を推進していく。

　令和2年度から全面実施される新学習指導要領において、小学校で外
国語が必修となることを踏まえて、ネイティブ・スピーカーや英語が堪
能な地域人材などの協力を得る等、指導体制の充実を図るとともに、今
求められる4技能5領域※をバランスよく高めるための指導の工夫を行
う。

指標：
①（小・中）「英語の授業が楽しい」
と答えた児童・生徒の割合（市調査）
②（中・高）「生徒の英語を用いた言
語活動」の割合（文科省調査）

(単位： ％ ) R4目標値：
①65
②70

英語教育推進事業
R2事業費 59,261千円（主要事業分 49,269千円） 所属：教育委員会事務局

学校教育課

事業概要

事業イメージ

評価指標・効果額

コミュニケーション（話す力・聞く力）を中心とした国際社会で活躍できる英語力の育成

小

学

校

中

学

校

高

校

指導書の
充実

視覚教材

の活用

教員研修の強化

話す・書くの
コミュニケー
ション力調査

の導入

ALTを複数派遣等し、
コミュニケーション

重視の指導に取り組む

ALTや英語が堪能な地域
人材（JTE）とのティー
ムティーチングによる

専門性の高い指導

※４技能５領域：「聞くこと」「読むこと」「話すこと［やり取り］」「話すこと［発表］」「書くこと」

ネイティブ・スピーカー
（ALT）を15名から23名

へ8名増員
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　意識・技能の習得を目指すものではなく、思考力、判断力、表現力の
向上を図るものであり、評価指標は設定しない。

　海外語学研修の派遣方法を見直し、研修規模を拡大することで、より
多くの高校生の実践的英会話能力の向上を図る。

　小学校での外国語活動の必修化、大学入試で英語の４技能評価が始ま
るなど、英語学習が特定の生徒だけではなく、広範の生徒に必要なもの
と変わっていることから、海外語学研修の派遣方法を見直し、派遣者数
を拡充する。

指標： － (単位： － ) R4目標値： －

英語学習ホップ・ステップ・ジャンプ事業
R2事業費 4,749千円（主要事業分 76千円） 所属：教育委員会事務局

幼稚園・高校企画推進担当

事業概要

事業イメージ

評価指標・効果額

令和元年度
１ 対象

市立高校３校に通う高校２年生８人
２ 研修内容

マレーシアの語学学校に４週間派遣
（宿泊は学生寮）

３ 費用
交通費･学費･宿泊費等約300千円/人

（費用の全額を市が６人分、尼崎国際
交流協会が２人分補助）

（市による補助金合計1,800千円）

令和２年度
１ 対象

市立高校３校に通う高校生18人
２ 研修内容

オーストラリアの語学学校に２週間
派遣（宿泊はホームステイ）

３ 費用
交通費･学費･宿泊費等約400千円/人

（費用のうち100千円/人を市が補助）
（市による補助金合計1,800千円）
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【見直し前】46,443千円（人件費44,304千円、需用費2,139千円）
【見直し後】3,510千円（報償費3,510千円）
【効果額】　▲42,933千円

　令和2年度以降、新学習指導要領により、外国語教育やプログラミン
グ教育の必修化等、現行の学習指導要領より学習する内容が増えてお
り、教育課程が過密化していることから、計算科の見直しを行う。
　計算科は令和元年度までとし、3・4年生の算数科のそろばん単元に
おいて、そろばんボランティア授業（有償）を実施する。

◆新学習指導要領（R2年度～）

▲42,933 千円 （うちR2効果額： ▲42,933 千円）

計算力向上事業の見直し
R2事業費 －千円（主要事業分 ▲42,933千円）

［嘱託員22人減員］
所属：教育委員会事務局

学校教育課

事業概要

事業イメージ

評価指標・効果額評価指標・効果額

・3・4年生は外国語活動を35時間実施

・5・6年生は外国語を正式教科として年間70時間実施

・プログラミング教育の必修化

・新しい時代に必要となる資質・能力の育成

・総合的な学習の時間における探究的な学習の過程の重視

・計算力向上事業見直し ・外国語教育の充実
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　教育ICT環境が国の示す基準に近付くことで、文部科学省から提供さ
れるデジタル資料や教材等を効果的に活用できる環境が整備される。ま
た、教職員が授業にICTを活用して指導する能力が高まることで、これ
までの学習活動がより充実し、児童生徒の学びが活性化する。

　教育ICTの環境を、「分かりやすい授業の実施と児童生徒の情報活用
能力の育成」、「セキュリティ強靭化」、「校務の情報化による業務の
効率化」、という視点で一層の充実と適正化を図ることで、児童生徒及
び教職員のICTを活用した学習基盤を整備する。

指標：
教職員が授業中にICTを
活用して指導する割合 (単位： ％ ) R4目標値：

小85
中80

教育ICT環境整備推進事業
R2事業費 395,773千円（主要事業分 395,773千円） 所属：教育委員会事務局

学校企画課

事業概要

事業イメージ

評価指標・効果額

PC教室職員室

普通教室 普通教室

各学校内

（小学校の場合）（中学校の場合）

端末機器等のイメージ
・教職員用端末 教職員一人一台分
・普通教室用端末
・可搬型無線LANAP、固定型無線LANAP
・端末保管庫
・大型提示装置

小学校 大型テレビ（現行のもの）
中学校 超短焦点プロジェクター

普通教室用端末
の充電保管庫

端末を活用し
たプログラミ
ング教育など

学習系システム

クラウドサービス

・分かりやすい授業の実施

・児童生徒の情報活用能力の育成

・校内無線ネットワーク環境の整備

プロジェクター 大型テレビ

普通教室用端末と可
搬型無線LANAPを
セットで、持ち運び
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　学校現場において取り組むことが難しい課題や先進的な課題について
の研究で、部会で取り組んだ内容を公開し、共有することを目的とする
ことから評価指標は設定しない。

　社会の変化に伴う新しい教育課題に対する先進的な研究を行い、教職
員の指導力向上を図る。

　学習指導要領の改訂に伴い、新たな教育課題やICT等を活用した教育
の充実に向け、タブレットPCや大型テレビ、プロジェクターを活用し
た効果的な学習モデル、プログラミング教材やソフトウェアなどの効果
的な活用方法の研究を行い、教職員の指導力向上を図り、児童生徒が新
しい時代に必要となる資質・能力の育成を目指す。

指標： － (単位： － ) R4目標値： －

未来の学び研究事業
（「ICT等を活用した学習モデル」の研究事業）

R2事業費 2,534千円（主要事業分 2,534千円）
所属：教育委員会事務局

学び企画担当

事業概要

事業イメージ

評価指標・効果額
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R4目標値： 60

　現在行っている、基礎的な学力が十分身に付いていない生徒に対する
補習授業の実施や通常授業内での指導補助を拡充し、さらなる基礎学力
の定着及び授業参加を促す。
　また、特別な支援を要する生徒に対し、通級指導を実施し、学習、生
活上の困難の克服または改善を目指す。

　学習、生活上の困難を克服、学力の向上を目指し、将来、社会に出て
活躍する人材を育成する。

指標： 就職内定率 (単位： ％ )

既存事業

拡充

琴ノ浦高等学校特色づくり推進事業
R2事業費 3,137千円（主要事業分 700千円）

[臨時講師１人増員]
所属：教育委員会事務局

幼稚園・高校企画推進担当

事業概要

事業イメージ

評価指標・効果額

 ジョブサポート事業

ジョブサポートティーチャーを配
置し、進路指導部と連携しながら、
企業訪問等の活動を行うことで求人
開拓を行い、生徒の進路実現を図る。

 スタディサポート事業

基礎的な学力が十分身に付いてい
ない生徒に対して補習を実施し、基
礎学力の定着を図る。

 メンタルサポート事業

発達障害や心の不安を抱えた生徒
や保護者をサポートするためカウン
セラーを派遣する。

 スタディサポート事業

学期中の授業数の拡充及び夏季休
業中の補習授業を新たに実施する。

 通級による指導実践研究事業

特別な支援を要する生徒を対象に
通級指導を実施するとともに、校内
に（仮称）通級指導運営委員会を新
設し、対象生徒の認定や支援方法の
検討・検証及び有識者を招いて具体
的な助言や指導を受ける。
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　新たな「特別支援教育基本方針」を策定することで、本市における特
別支援教育の方向性を明確にし、具体的な施策立案や学校園における教
育活動の指針とするものであり、評価指標は設定しない。

　平成31年3月に策定された「兵庫県特別支援教育第三次推進計
画」、令和2年度からの「尼崎市教育振興基本計画」の趣旨を踏まえ、
本市における特別支援教育の基本となる方向性を定めた「尼崎市特別支
援教育基本方針」を策定する。

指標： － (単位： － ) R4目標値： －

インクルーシブ教育システム検討事業
R2事業費 567千円（主要事業分 567千円）

[正規職員1人増員]
所属：教育委員会事務局

特別支援教育担当

事業概要

事業イメージ

評価指標・効果額

尼崎市教育振興基本計画

計画期間：令和２年度～６年度（５年間）

〇将来の目指す姿（抜粋）
　共生社会の形成の基礎となる特別支援教育
の実現
　児童生徒の実態に応じて、多様な学びの場
で適切な教育を受けることができるよう、イ
ンクルーシブ教育システムを展開

 《兵庫県》 《尼崎市》

新たな「尼崎市特別支援教育基本方針」

兵庫県特別支援教育
第三次推進計画

計画期間：令和元年度～５年度（５年間）

〇めざす将来像（抜粋）
　すべての学校園において、すべての幼児児
童生徒が、互いを認め合い、持てる力を十分
発揮し、集団の中で安心して学ぶことができ
ている。

特別支援教育の推進

様々な人々が生き生きと活躍できる共生社会の

実現を目指し、合理的配慮の提供と、その基盤

となる環境整備など、インクルーシブ教育シス

テムの全市展開に向けた取組を推進
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　通報件数をカウントすることより、寄せられた報告等にどれだけ適切
に対応できるかが重要であり、評価指標は設定しない。

　生徒にとって身近なSNSを活用して、いじめに関する問題や悩み
事、SNS上でのトラブル等について、教育委員会に匿名で報告できる
環境を構築することで、教育委員会、学校、関係機関等で情報共有して
早期に適切な対応につなぐため、新たに匿名報告アプリ「STOPit」を
市立高等学校へ導入する。

　匿名報告アプリ「STOPit」活用事業の拡充
　令和元年１０月、市立中学校の生徒を対象として開始した本事業の対
象を、市立高校の生徒に広げ、市立高校生からの体罰等問題の通報、相
談を受け付け、速やかな問題解決に取り組む。

１　実施時間等（既存事業と同じ）
　 月曜日から金曜日の9時～19時30分（8月11日～17日と年末年
　　始を除く）
　 上記時間帯以外は自動返信機能により翌日以降での対応になること
　　を伝えるとともに24時間対応可能な県等の相談窓口を案内する。

２　相談内容
　　体罰の通報だけにとどまらず、いじめやSNSにおけるトラブルに
　関することなど高校生の抱える不安や悩み全般の相談を受け付ける。

指標： － (単位： － ) R4目標値： －

心の教育相談事業
（匿名報告アプリ「STOPit」の市立高等学校への導入）

R2事業費 7,832千円（主要事業分 783千円）
所属：教育委員会事務局

幼稚園・高校企画推進担当

事業概要

事業イメージ

評価指標・効果額
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　学校現場における教職員の意識の改革、意識の醸成、意欲向上を図
り、体罰を根絶する。

　尼崎市立尼崎高等学校等で発生した体罰事案や全学校・園で実施した
体罰アンケートの結果を受け止め、市として体罰再発防止の取組を一層
強化する必要性から、外部の専門機関に委託し、3年間を集中期間とし
て、体罰防止へ向けた教職員の特別研修を実施する。

指標：
体罰アンケートにおける
「体罰を受けた」の回答数 (単位： 件 ) R4目標値： 0

教職員研修事業
（体罰防止研修）

R2事業費 5,854千円（主要事業分 990千円）
所属：教育委員会事務局

学び支援課

事業概要

事業イメージ

評価指標・効果額

研修１

 対象：管理職

対象：主に部活動関係教職員

対象：主に教職員

体罰のない、体罰を許さない学校・園

 ○指導力向上研修
 ○ﾊﾗｽﾒﾝﾄ研修　等

尼崎市教職員研修体系図

 先進的研究自主研修

 基本研修

 専門研修

 ○ｱﾝｶﾞｰﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ研修
 ○ｽﾄﾚｽｺﾝﾄﾛｰﾙ研修　等

 ○ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ研修
 ○危機管理研修　等

研修２

研修３

体罰防止に関する
特別研修

（拡充）

外部機関へ委託

体罰再発防止

の取組を

より一層強化
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　SNSをはじめとする情報モラルに関して専門的知識を有する支援員
を派遣することにより、児童がSNSなどのより良い使用法について学
び、情報モラルの向上や情報の有効利用をする力の向上を目指す。

　ネットいじめの防止に向け、SNSをはじめとする情報モラルの向上
を図るため、専門的知識を有する支援員を希望する全ての小学校へ派遣
し、出前授業を行う。

指標：
児童によるスマホルール
の作成率 (単位： ％ ) R4目標値： 85

情報モラル教育支援員派遣事業
R2事業費 246千円（主要事業分 246千円） 所属：教育委員会事務局

いじめ防止生徒指導担当

事業概要

事業イメージ

評価指標・効果額

対 象：市内全小学校高学年（4～6年生）

実施時期：8月末～9月

時 間：45分1コマ

目 的：①SNSをはじめとする情報モラルに関する出前授業

②児童による主体的なスマホルール作りの導入

兵庫県立大学

市内小学校

支援員派遣

専門的知
識を有す
る支援員
による出
前授業
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　スクールソーシャルワーカー（SSW）が扱うケースには時間的な長
短、内容的な軽重がある。また、ケースの改善についても、個々の事案
ごとに方向性が異なるため、評価指標は設定しない。

　スクールソーシャルワーカーを全中学校区に配置し、全小学校、中学
校に関わりを持つとともに、更なる教育相談体制の充実を図る。

指標： － (単位： － ) R4目標値： －

・福祉的観点からのサポートが必要な子どもの早期発見及びきめ細やかな支援の実施
・学校の対応力向上に向けた側面的支援の実施
・子どもの育ち支援センター（いくしあ）をはじめとする他の社会資源と連携した

支援の実施

心の教育相談事業
（スクールソーシャルワークの拡充）

R2事業費 7,832千円（主要事業分 78千円）

[正規職員1人、非常勤行政事務員6人増員]

所属：教育委員会事務局

こども教育支援課

事業概要

事業イメージ

評価指標・効果額

現行

SSW６名

SSWを増員

R2年度

SSW12名を17中学校区に配置

SSWの活動 行政

子どもの育ち支援センター

（いくしあ）

医療
地域

家庭

警察
学校
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　小・中学生が受ける新体力テストにおける、各種目の平均値を県平均
に近づける。

　本市児童の体力・運動能力は、全国・県平均と比較すると低い水準に
あることから、児童の実態を的確に掴むため、全小学校、中学校での体
力テストを実施するとともに、小学校へは授業・体力テスト補助員を派
遣し、児童や教員に指導を行うことで、体力・運動能力の向上を図る。

　全小学校、中学校での体力テストを実施するとともに、スポーツに関
する専門的知識を持った指導員を小学校へ派遣

指標：
小・中学生が受ける新体力
テストにおける平均得点 (単位：ポイント ) R4目標値：

県平均値
(小)53.6
(中)44.8

体力向上事業
R2事業費 2,475千円（主要事業分 2,475千円） 所属：教育委員会事務局

学校教育課

事業概要

事業イメージ

評価指標・効果額

生涯にわたって豊かなスポーツライフを

継続していこうとする資質・能力の高揚

体力テスト補助

スポーツに関する

専門的知識を

持つ指導員

・体力、運動能力、運動

意欲の向上

・教員の指導力向上
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.

R4目標値： 5

　学校が抱える課題の解決や学習支援、体験活動の充実に向け、学校運
営に地域の声を積極的に生かしながら、地域とともに特色ある学校づく
りを進めていくため、モデル校でコミュニティ・スクール（学校運営協
議会制度）を導入する。

　学校と地域住民等で構成する学校運営協議会を設置し、学校が抱える
問題や地域の子どもたちの課題を熟議してビジョンを共有するととも
に、地域の方々が、校長が示す学校運営の基本方針を承認したり、学校
運営や教職員の任用に関して校長や教育委員会に意見を述べるなど、学
校運営の当事者として参画する仕組み（コミュニティ・スクール）をモ
デル事業として実施する。また、モデル事業の効果や課題を検証し、導
入に向けたノウハウを蓄積する。

　令和2年度にモデル事業として実施する。令和３年度以降は、全市立
小学校での導入を見据えながら、蓄積したノウハウを踏まえ、コミュニ
ティ・スクールの拡大に向けた検討を行う。

指標：
コミュニティ・スクール
の導入校数

(単位： 校 )

事業概要

事業イメージ

評価指標・効果額

学社連携推進事業
（コミュニティ・スクールモデル事業）

R2事業費 8,654千円（主要事業分 779千円）

[正規職員1人増員]

所属：教育委員会事務局

社会教育課

学校教育課
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　児童・生徒等の運動時の熱中症を予防し、心身ともに健康に学校園で
生活することができる安全な教育環境を確保する。

　市立学校園の児童生徒等の運動時の熱中症事故の防止のため、各学校
園に熱中症計を配布し、「熱中症予防運動指針（尼崎市版）」に基づ
き、適切に対応を行う。

指標： 熱中症による救急搬送件数 (単位： 件 ) R4目標値： 0

熱中症予防対策事業
R2事業費 2,099千円（主要事業分 2,099千円） 所属：教育委員会事務局

学校保健課

事業概要

事業イメージ

評価指標・効果額

①環境条件を把握する！

（熱中症計で活動場所の暑さ指数を計測）

熱中症事故防止！！

「尼崎市立学校園における熱中症予防等に向けた対応について」

③水分補給や休憩をとる！

④健康管理に注意する！

⑤服装に気を付ける！

②熱中症予防運動指針（尼崎市版）の活用、

運動の実施の可否を判断！

⑥熱中症になったときは、適切な対応をとる！

実
施
す
る
と
判
断
し
た
場
合
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R4目標値： －

　学校給食費を令和3年4月から市の歳入歳出予算に計上する公会計方
式とし、給食費徴収システムを導入して、一括して適正な債権管理を行
う。

　学力向上対策、不登校対策等、学校においては市として重点的に取り
組むべき様々な事業に取り組んでおり、給食費の公会計化は、その担い
手となる教職員の負担を軽減し、指導等に注力する環境を整える取組の
一環であるため、評価指標は設定しない。

指標：  (単位： － )

学校給食費徴収管理関係事業
（学校給食費の公会計化）

R2事業費 709千円（主要事業分 709千円）
所属：教育委員会事務局

学校保健課

事業概要

事業イメージ

評価指標・効果額

これまで
教育（学力向上） 生徒指導

教材費等学校徴収金の管理

その他業務（学校安全管理、研

修、etc・・・）に加え、学校

給食費に限っても、
・学校給食徴収管理
・未納金徴収
・督促等（電話、家庭訪問）

平成31年1月25日付け中央教育審議会答申において、学校給食費の徴収・管理は、

学校の本来業務ではなく、自治体が担うべき業務と位置付けられ、早々に公会計化す

るよう提言が出された。

学校給食費公会計化後

公会計化のメリット
・給食費収納管理等の学校現場の負担軽減による学校教育活動へ

集中
・会計の透明性の確保
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令和２年度委託前経費   34,817千円
令和２年度委託後経費　25,752千円（大庄小学校）
効果額：34,817千円－25,752千円＝9,065千円
（※委託前経費：令和元・2年度2カ年で、正規職員4人、嘱託員1人にかかる人件費等）

　給食室の整備を行い、給食内容の充実を図る。併せて調理師の退職動
向等も勘案し、民間事業者への委託を行う。なお、令和2年度は新たに
1校(大庄小)の委託を行う。

▲9,065 千円 （うちR2効果額： ▲9,065 千円）

小学校給食調理業務委託の見直し
R2事業費 －千円（主要事業分 ▲9,065千円）

[正規職員4人、嘱託員1人減員]
所属：教育委員会事務局

学校保健課

事業概要

事業イメージ

評価指標・効果額評価指標・効果額

給食室整備後の給食内容等について（令和2年4月）

Ｎｏ． 項目 給食室整備前 給食室整備後※

1 米飯給食について
・外部委託炊飯
・週3.5回

・自校炊飯
・週4.0回

2
3品献立（主食、副
菜、汁物）について

・週2回程度 ・週3.5回程度

・従来どおり、加熱調理器具が回転釜
のみであるため、「煮込みもの」、「炒め
もの」、「揚げもの」のみ。

・「焼きもの」、「蒸しもの」の献立の提供
が可能となった。

・スチームコンベクションオーブンなし ・スチームコンベクションオーブンあり

4
食物アレルギー対応
について

・卵、牛乳の除去食が中心
・卵、牛乳に加え、えび、いか等の甲殻
類、ごま等の種実類の除去対象品目が
拡大

5 調理場について ・ウェット方式 ・ドライ方式

※平成30年度末時点で、小学校・特別支援学校42校全校で整備済

民間事業者への委託については、今後も調理師の退職動向等も勘案する中で進めていく。

3
献立の多様化につ
いて
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R4目標値： 54.4

　母子健康包括支援センターにおける支援計画に基づき、乳房ケアや授
乳支援、育児指導等が必要な母子に対し、退院直後から助産師によるケ
アや育児指導等を切れ目なく行い、産後の育児不安を軽減する。

　母親の身体的回復と心理的な安定を促進するとともに、母親自身がセ
ルフケア能力を育み、母子とその家族の健やかな育児に資する。

指標： 身近に子育ての悩みや不安を相談で
きる環境があると感じる市民の割合 (単位： ％ )

産後ケア（訪問型）事業
R2事業費 1,325千円（主要事業分 1,325千円）

[非常勤行政事務員1人増員]
所属：健康福祉局

健康増進課

事業概要

事業イメージ

評価指標・効果額

妊婦健診14回 乳幼児健診

マタニティセミナー

産後ケア（訪問型）事業

こんにちは

赤ちゃん事業
母
子
健
康
手
帳

育児支援専門員派遣事業

出産を終え身体が回復していない中で、授乳が上手くいかないと

「こんなはずではなかった…」と、不安が増して睡眠不足も重なり、

母親は自分のことを責めて心もしんどくなる...。

★出産後の健康管理で困ったこと（平成30年度の国調査）

第１位は「授乳のこと」54.3％、続いて「身体の疲れ、回復」52.7％

★産後の心身の状況（平成28年度の本市調査）

「いつも疲れている」43.4％、「子育てに自信がない」40.7％

助産師による専門的なケアにより、自信を持って子育てできるようサポートします。

助産師が利用者のお家に訪問し、ケアや相談支援を行います。
●母親の身体的・心理的ケア

●適切な授乳が実施できるためのケア（乳房ケアを含む）

●育児の具体的な指導や相談など

［対象］概ね産後４か月までの心身の不調や授乳困難、育児不安などがある

市内居住の産婦（医療的介入が必要な者を除く）と乳児

［利用料］１回２,０００円（生活保護世帯、市民税非課税世帯は無料）

［利用回数］産婦１人あたり上限４回（多胎産婦は上限６回）
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.

R4目標値： 0

　体罰をはじめとする子どもの人権侵害に関するアンケート調査を行
い、体罰等の根絶に向け体罰等が生じた背景や課題についての分析手法
等の検討を進めていく。
（対象：市立小・中・高校など）

＜アンケート調査から体罰等への対応＞

＜事業スケジュール＞

　５月　アンケート内容の検討
　７月　アンケート配布
　８月　アンケート集計開始
　　　　緊急性の高い案件は即時対応
１０月　集計結果まとめ。関係部局へ連絡
　　　　関係部局の対応開始
　２月　関係部局の対応状況の報告

　アンケート調査の結果を踏まえ、体罰の根絶に資する取組等を推進す
る。

指標：
「体罰を受けた」の
回答数 (単位： 件 )

事業概要

事業イメージ

評価指標・効果額

子どもの人権侵害に関するアンケート調査事業
R2事業費 813千円（主要事業分 813千円）

[正規職員1人増員、非常勤事務補助員配置]
所属：こども青少年局

こども政策課

こ ど も 青 少 年 局

・アンケートの実施

・アンケート結果の
　集計

・アンケート結果を
　関係部局へ連絡

・アンケート結果の連
絡を受け、事実確認、
調査等を行う。（緊急
性の高いものは即時対
応）
・こども青少年局に調
査結果を報告
・必要に応じて再発防
止策の検討、課題解決
のための新規事業立案
など

こ ど も 青 少 年 局

・関係部局から、アン
ケート結果に対する事
実確認、調査結果の報
告を受ける。
・関係部局の対応状況
について、取りまとめ
て関係部局で情報共有
し、公表する。
・体罰等が生じた背景
や課題を分析し、総合
教育会議等でその対応
について議論を行う。

関　係　部　局
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　保育の供給量が不足している地域に、認可保育所及び小規模保育事業
の設置運営者を公募し、整備費の一部を補助することにより認可保育所
等を増やす。また認定こども園の整備費の一部を補助することにより
2・3号認定児童の受け皿を増やし待機児童を解消する。

R3目標値： 0

　待機児童の解消に向けて、認可保育所と小規模保育事業の公募を行い
新たに保育施設等を設置するなど保育の供給量を確保する。
（拡充分）
　小規模保育事業６箇所、認可保育所２箇所、認定こども園への移行に
よる定員増・既存認定こども園の保育定員増１箇所

　保育施設等の利用状況や待機児童の状況、保育需要等動向を踏まえ、
保育の需給バランスを見込んだ上で、必要な保育量を確保し、待機児童
を解消する。

指標： 待機児童数 (単位： 人 )

保育の量確保事業
R2事業費 829,590千円（主要事業分 549,711千円） 所属：こども青少年局

認可担当

事業概要

事業イメージ

評価指標・効果額

　認定こども園の定員増　【３０人】
 R2.4月（見込） 126人 

　私立保育所の定員増　　【２０人】
 R3.4月（目標） 0人 

待機児童の
解消へ

（待機児童数）

第２期尼崎市子ども・子育て支援事業計画
（令和２年度実施事業）

　小規模保育事業の新設　【８６人】

　認可保育所の新設　　【２７０人】
　　　　　　（うち拡充分１８０人）

H31.4月（実績） 148人 
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R3目標値： 0

　老朽化した法人保育園の保育環境の改善を図るため、施設の建替えや
大規模改修を行う法人保育園に対して、その費用の一部を補助する。令
和2年度は、定員増を伴う建替え事業に限定して、定員の増を伴った建
替え（1箇所分）にかかる予算額を増額し、保育環境の改善と待機児童
の解消を図る。

　法人保育園の施設の中には、建築後かなりの年数が経過し、老朽化が
進んでいる施設や、耐震化への対策が必要な施設が少なくない。
　そこで、入所するこどもの安心安全や保育環境改善のために、施設の
建替え又は改修を迅速かつ計画的に進めていく。
　（拡充分）　増改築１箇所

　保育施設等の利用状況や待機児童の状況、保育需要等動向を踏まえ、
保育の需給バランスを見込んだ上で、必要な保育量を確保し、待機児童
を解消する。

指標： 待機児童数 (単位： 人 )

保育環境改善事業
R2事業費 379,729千円（主要事業分 171,741千円） 所属：こども青少年局

保育管理課

事業概要

事業イメージ

評価指標・効果額

　私立保育所の定員増　　【２０人】  R3.4月（目標） 0人 

待機児童の
解消へ

（待機児童数）

第２期尼崎市子ども・子育て支援事業計画
（令和２年度実施事業）

　小規模保育事業の新設　【８６人】

　認可保育所の新設　　【２７０人】
　　　　　　（うち拡充分１８０人）

H31.4月（実績） 148人 
　認定こども園の定員増　【３０人】

 R2.4月（見込） 126人 
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　多様化する保育ニーズへの適切な対応や老朽化した保育施設の環境改
善、待機児童の解消等を適切に進め、より効率的な保育所運営を行うた
め、民間移管を推進し、令和2年度は富松保育所の民間移管を実施す
る。

　公立保育所の運営に係る経費の減等
　（内訳）歳出減　▲24,896千円、歳入増　79,452千円

▲104,348 千円 （うちR2効果額： ▲104,348 千円）

第４次 保育環境改善及び民間移管計画
（富松保育所移管）

R2事業費 －千円（主要事業分 ▲104,348千円）

[正規職員14人減員]

所属：こども青少年局

保育計画担当

事業概要

事業イメージ

評価指標・効果額評価指標・効果額

保護者説明会等を複数回開催し、民間移管の仕組み等について説明

平成29年4月～9月 保護者への説明

学識経験者、市民団体の代表者、保護者の代表者で構成する選定委員会を設置

平成30年1月 移管法人選定委員会の設置

移管法人が新園舎の設計等を開始。令和元年度、富松幼稚園跡地に新園舎を建設

平成30年8月 移管先法人の決定

定員の20人増及び新園舎での保育を開始。0歳児保育や一時預かり事業の実施

令和2年4月 民間移管の実施

令和元年7月から、引継ぎ書に基づく「引継ぎ」を実施

令和２年２月～３月、法人の保育士と一緒に保育を行う「共同保育」を実施

所長＝6カ月、保育士2名＝4カ月、移管後の保育所の見守り等を実施

令和2年4月～9月 移管後のフォローの実施

平成30年10月、保護者の代表者、法人、市で構成する「三者協議会」を設置

（原則、令和4年度まで実施）公

立

保

育

所

の

保

育

を

安

定

し

て

継

承

す

る

た

め

の

取

組

【第４次 保育環境改善及び民間移管計画における移管対象保育所】

H３１＝塚口北、R２＝富松、R３＝神崎、R４＝元浜、R５＝七松、R６＝南武庫之荘
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　保育施設等に就職する保育士等を対象とした取組を進めることで、保
育の質の向上を図り、また量を確保することにより、待機児童の解消に
つなげる。

　保育士の市内保育施設等への就労を支援し、保育の質の維持・向上と
量の確保を図るため、保育士が法人保育施設等に就職した際の就労支援
金を支給する事業を拡充するとともに、これまで以上に内容の充実を図
る保育士就職フェア、また、潜在保育士も対象とする研修を開催する。

指標： 待機児童数 (単位： 人 ) R3目標値： 0

保育士確保事業・保育の質の向上事業
（潜在保育士就労支援事業、保育士就職フェア事業、

潜在保育士研修事業）

R2事業費 24,087千円（主要事業分 4,371千円）

所属：こども青少年局

保育管理課

保育指導課

事業概要

事業イメージ

評価指標・効果額

③ 潜在保育士研修事業
現在、保育の職に従事する保育士を対象とした専門研修やフォローアップ研修の

うち、保育の実践に関するものなどについて、潜在保育士の受講も可能とし、また、
その一部の研修メニューは開催回数を拡充する。

① 潜在保育士就労支援事業
これまで新卒保育士のみを対象としている就労支援金の支給について、潜在保育

士も対象とするよう事業を拡充する。

② 保育士就職フェア事業
平成３０年度から実施している保育士就職フェアについて、ワークショップの開

催や現地見学の促進、また、より利便性の高い開催場所での実施等により、更なる
内容の充実を図る。
（令和２年度からの拡充内容）
・保育への関心を高めるワークショップ ・保育施設等の現地見学の促進
・交通アクセスの良い場所での開催 ・潜在保育士も対象とする参加ＰＲ 等

（令和２年度からの拡充内容） ※潜在保育士も対象とする研修メニュー
・子どもの事故予防と応急措置 ・ふれあい遊び等の実技
・発達を促す遊具づくりの実技 等

（令和元年度まで） （令和２年度から）

新卒保育士に対する就労支援金

10万円／人

潜在保育士に対する就労支援金

5万円／人

新卒保育士に対する就労支援金

10万円／人
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R4目標値： 0

　地域型保育事業の従事者に対し、厚生労働省が定めるガイドラインに
基づき、巡回支援を実施し、市内保育施設における質の向上を図る。令
和2年度からは対象を、認可外保育施設にも拡大する。

　幼児教育・保育の無償化に伴い、認可外保育施設が無償化の対象にな
ることを踏まえ、これまで小規模保育事業所に対し実施してきた巡回支
援を認可外保育施設にも広げ、市内保育施設の質の維持・向上を図ると
ともに、認可外保育施設から認可化への相談等にも応じる。

　＜R2年度保育施設見込み数＞      小規模保育事業所 ３８所
                                                  認可外保育施設    ５０所
　　　　　　　　　（企業主導型保育事業含む、ベビーシッター除く）

　巡回支援を実施し、法令を遵守するよう事業者と共に取り組むことに
より、保育の質の向上を図り、また指導監査時の文書指摘、口頭指摘事
項のゼロを目指す。

指標： 指導監査での指摘事項件数 (単位： 件 )

地域型保育事業従事者研修等事業
（認可外保育施設の巡回支援事業）

R2事業費 380千円（主要事業分 184千円）

[再任用職員1人増員]

所属：こども青少年局

保育指導課

事業概要

事業イメージ

評価指標・効果額

じゅん巡回支援員

小規模保育事業所 認可外保育施設

保育施設等の質の維持・向上
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　無償化に伴って、その対象とはならない0～2歳児の、特定の階層の
負担感を軽減するものであり、評価指標は設定しない。

　幼児教育・保育の無償化の対象とならない0～2歳児の保育料利用者
負担に係る階層について、格差の大きい部分の細分化を行い、当該階層
の利用者における負担感の軽減を図る。

　幼児教育・保育の無償化の対象とならない0～2歳児の利用者負担額
について、階層間格差の影響を受ける利用者数が多いD5階層とD6階
層の格差を軽減するため、当該階層の細分化を図る。

指標： － (単位： － ) R4目標値： －

保育料利用者負担に係る階層の見直し（細分化）
R2事業費 －千円（主要事業分 16,664千円） 所属：こども青少年局

保育施策推進担当

事業概要

事業イメージ

評価指標・効果額

階層 区分 保育料（月額） 階層 区分 保育料（月額）

市民税所得割課税額
169,000円未満

市民税所得割課税額
169,000円未満

　 世帯年収551万円～
　　　　　640万円程度

　 世帯年収551万円～
　　　　　640万円程度

市民税所得割課税額
213,000円未満

世帯年収641万円～
　　　　 745万円程度

市民税所得割課税額
257,000円未満

世帯年収746万円～
　　　　840万円程度

市民税所得割課税額
301,000円未満

世帯年収841万円～
　　　　930万円程度

※保育料表については、改正部分に関連する階層のみ抜粋して掲載しています。
※世帯年収については、目安の金額を記載しています。

D6

市民税所得割課税額
235,000円未満

世帯年収641万円～
　  　　796万円程度

52,200円

新D6
-1

49,500円

新D6
-2

52,200円

D7

市民税所得割課税額
301,000円未満

世帯年収797万円～
　　　  930万円程度

54,900円

D7 54,900円

現行の保育料表（0～2歳児・標準時間） 改正後の保育料表（0～2歳児・標準時間）

D5 36,100円 D5 36,100円
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千円）

　現年度の徴収率は、「幼児教育・保育の無償化」の影響を考慮し、債権管理推
進計画の目標値（98.3%）を令和2年度以降、達成させる。
　また過年度の徴収率は、滞納処分の強化等により計画どおり目標値を達成させ
ていく。

　本市の保育料収納率は近隣市と比較しても低く、ここ数年でも横ばい
の状況が続く中、令和2年度からは、滞納処分を重点においた収納体制
を確保し、債権管理推進計画の目標収納率の達成に向けて、保育料徴収
のさらなる強化を図る。

▲9,423 千円 （うちR2効果額： ▲6,467

保育料における収納率向上対策の推進
R2事業費 －千円（主要事業分 ▲6,467千円）

[正規職員1人増員]
所属：こども青少年局

こども入所支援担当

事業概要

事業イメージ

評価指標・効果額評価指標・効果額

令和2年度～平成30年度

平成31年度

・訪問徴収

・督促状・催告書発送
・分納誓約・申出徴収

・訪問徴収

・督促状・催告書発送

・分納誓約・申出徴収

【滞納処分】（法務支援担当）

・財産調査
・財産の差押え（預貯金/給与）

97.4
98.3 98.3 98.3

97

99

H30決算 R2 R3 R4

現年度（児童福祉費負担金）

12.4

14.9
15.9 16.9

12

14

16

18

H30決算 R2 R3 R4

過年度（児童福祉費負担金）

【国税徴収法等に基づく滞納整理体制】

・現年滞納者への納付勧奨

・督促状／催告書発送

・資力確認（財産調査）

・分納誓約／申出徴収

・滞納処分

◎財産の差押え

◆預貯金 ◆給与/年金

◎分納誓約

◎執行停止

・訪問徴収
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　AIの活用により、業務効率化・適正化、ワークライフバランスの推
進を図る。

　年々増え続ける保育所入所申込みに対する利用調整業務の一部につい
て、AI（Artificial　Intelligence＝人工知能）を活用して業務の効率
化・適正化を図り、ワークライフバランスを推進するとともに、待機児
童の解消を目指す。

　保育所ごと、年齢ごとの順位づけ時にＡＩを活用する。

指標：
利用調整業務に係る職員の
超過勤務時間数 (単位：時間 ) R3目標値： 300時間削減

■ ＡＩ導入のメリット
〇事務の迅速化等

・処理期間の短縮

・超過勤務の削減

・ワークライフバランスの推進
〇待機児童数の解消

・処理時間の短縮による選定業務
の回数増

保育所入所事務ＡＩ活用事業
R2事業費 8,646千円（主要事業分 8,646千円） 所属：こども青少年局

こども入所支援担当

事業概要

事業イメージ

評価指標・効果額

職

員

申込書受理と
データの入力

入所内定者
決定

保育所ごと、
年齢ごとに順
位づけ

申込者の

指数計算

ＡＩ化
保育所ごと、年齢
ごとに順位付け

◎ 申込家庭の指数計算後は、ＡＩが入所内定者の決定業務まで行う
（本市利用調整制度との誤差については、職員の補完で対応）

Ａ

Ｉ
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R4目標値： 0

　令和元年度までの待機児童の状況や今後の児童数の推計を踏まえ、子
ども・子育て支援事業計画に基づき、令和2年度から、児童数の増加が
顕著であり、喫緊に定員増が必要な園田南小学校において、定員拡大を
行う。

　
　●【園田南児童ホーム】
　　　校舎内の教室を活用し、令和2年4月より児童ホームの定員増
　　（40人）を行う。

　現在策定中の次期尼崎市子ども・子育て支援事業計画に基づき、定員
数の確保及び待機児童の解消を図る。

指標： 待機児童数 (単位： 人 )

児童ホーム整備事業
R2事業費 103,212千円 （主要事業分 －千円）

[非常勤行政事務員2人増員]
所属：こども青少年局

児童課

事業概要

事業イメージ

評価指標・効果額

令和元年度

令和２年度

既存（80人定員）

＝ ８０ 人

既存（80人定員）

定員拡大

（40人定員）
＝ １２０ 人
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　現在策定中の次期尼崎市子ども・子育て支援事業計画に基づき、定員
数の確保及び待機児童の解消を図る。

　待機児童対策として民間児童ホーム（民間事業者が実施する放課後児
童健全育成事業）の利用を促進するにあたり、現行の補助金に加え、賃
借料補助金を拡充し、利用定員数の増に応じ、補助額の増額を行う。

（賃借料補助金の拡充内容）
　〇現行
　　１クラスあたり年額　710,000円（補助額）
　〇拡充後
　　基準日（前年度末日）現在から定員を増やし、入所児童数が増と
　なった場合、補助額の増額（利用定員１人増あたり６万円）を行う。

（定員増の例）

指標： 待機児童数 (単位： 人 ) R4目標値： 0

放課後児童健全育成事業所運営費補助金
R2事業費 218,471千円（主要事業分 1,360千円） 所属：こども青少年局

児童課

事業概要

事業イメージ

評価指標・効果額

利用定員を５人増加した場合（１クラスあたり）

７１０，０００円＋

６万円×５人（利用定員の増加数）

の補助額を増額

（利用定員の増減に関わらず）

７１０，０００円

・・・ ２０名

・・・ ２５名

・・・
２０名

・・・ ２５名

現行 拡充後

※ただし、定員増に伴って、一定の入所児童数の増を確保した場合に限る。
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　利用者ニーズ等に対応するため、こどもクラブにおける夏季休業期間
の昼食時間帯の開室を行い、登録児童の増加を図る。

　社会環境の変化などに伴う利用者ニーズ等に対応するため、夏季休業
期間中に係る昼食時間帯（正午から午後1時）の開室・昼食の場を提供
するモデル事業について、全てのこどもクラブで夏季休業日の全期間に
おいて本格実施する。

指標： こどもクラブの登録児童率 (単位： ％ ) R4目標値： 40

児童育成環境整備事業
（こどもクラブにおける夏季休業期間の昼食時間帯の開室）

R2事業費 70,893千円（主要事業分 4,174千円） 所属：こども青少年局

児童課

事業概要

事業イメージ

評価指標・効果額

【令和元年度】（モデル事業）

・施設数

３６か所

・期間

夏季休業日（１２日間）

※７月及びお盆の期間を除く

【令和２年度】

・施設数

全４１か所

・期間

夏季休業日の全期間

（２２日間）

これまで：正午から午後１時までは閉室時間のため、児童は一時帰宅し昼食

を取ってから、再度来室

令和2年度：一日を通して開室し、見守りとともに、昼食の場の提供をします！

開室

9:00 13:0012:00 下校時間

開室 開室閉

室

～ 一日のイメージ（夏休み期間中） ～

令和２年度

これまで
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R4目標値：  

　中学卒業後に進学も就職もしていない者や高等学校中途退学者、ひき
こもりの青少年等困難を有する青少年及びその家族に対し、必要な支援
を行うことで、青少年の自己肯定感・社会性を育み、自立を促す。

　

　ひきこもり青少年への支援が、令和元年度から開始され、令和3年度
に向けた具体的な支援策を検討しているところであり、現時点で評価指
標は設定しない。

指標：  (単位：  )

ユース相談支援事業
（ひきこもり青少年支援事業）

R2事業費 10,206千円（主要事業分 79千円）

[正規職員2人増員]

所属：こども青少年局

青少年課

事業概要

事業イメージ

評価指標・効果額

【令和元年度】
ユース相談支援事業

■アウトリーチ

訪問支援
（週６件程度）

■当事者会（居場所）

当事者会の実施

（週1回程度）

■家族への支援

家族会の実施

（月1回程度）

【令和２年度】
対象：中学卒業後

～概ね２９歳まで

ユース相談支援事業

■アウトリーチ

訪問支援
（週６件程度）

■当事者会（居場所）

当事者会の実施

（週1回程度）

■家族への支援

家族会の実施

（月1回程度）

・民間の先進的な取り組み・ノウハウを経験・吸収し、本市の課題に即した事業立案を

行うため、民間事業者へ職員を研修派遣する。

・青少年期の概ね29歳までの相談に対応する体制を確保する。

・ひきこもり支援団体等のネットワーク化を行い、行政と民間の連携促進の場とする。

拡充

【令和３年度】
本市におけるひきこもりへの効果的な支援策の具体化

対象：中学卒業後

～概ね２０歳まで
主に、学校や教育委員会で
支援を受けている不登校生
徒の中学卒業後のひきこも
り未然防止を行う。

引き続き、ユース相談支援
事業を行いながら、令和３
年度に向けた取り組みを行
う。
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R4目標値： 80

　子どもの育ち支援センター「いくしあ」において、子どもの成長段階
に応じて切れ目なく総合的かつ継続的に支援する。加えて、令和2年度
からは、児童虐待の再発防止を目的とした保護者の回復支援を実施し、
寄り添い型支援をさらに進めていく。

　児童虐待の連鎖を断ち切ることを目的に子どもを傷つけている保護者
の回復支援プログラムを実施する。保護者自身が気持ちのコントロール
をできるようにセルフケアと問題解決能力を身につけることで、子ども
への虐待や体罰の終止を図る。

　プログラムの効果測定として、受講した保護者が子どもとの関わり方
を前向きに捉えて子育てに取り組めているかどうかを判定の指標とする
ことで、プログラムの有用性や改善点等を確認する。

指標：
子どもに対する肯定的な
関わりの改善率 (単位： ％ )

子どもの育ち支援センター運営事業
（児童虐待再発防止モデル事業）

R2事業費 9,730千円（主要事業分 1,136千円）
所属：こども青少年局

支援センター企画課

事業概要

事業イメージ

評価指標・効果額

セルフケア

による

問題解決力

の獲得

安心の出会いの場の設定

気持ちを聴く、語る

自己肯定感の向上

セルフケア

子どもをほめる

自分らしさ

愛着の再形成

回復支援プログラム
１３回実施予定（１回２時間程度）

対象者（予定）
児童虐待（身体的虐待、心理

的虐待、ネグレクト）に至って

しまい、子育てに悩む保護者
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№39

.

R4目標値： 90

　青少年が、地球温暖化防止などの環境問題を学ぶ活動を通じて、木に
対する感性を育み、森林の大切さや樹木、木製品への理解を深め、主体
的に考えられる豊かな心を育むことを目的に、木の良さやその利用の意
義を学ぶ「木育」を実施する。なお、実施に際しては庁内各課と連携し
て推進することとし、財源は森林環境譲与税を活用する。

　青少年に対して木育等推進事業への参加を促し、木材利用の意義や里
山の活用についての啓発を行う。

指標：
木育等推進事業への参加
者数

(単位： 人 )

事業概要

事業イメージ

評価指標・効果額

青少年木育等推進事業
R2事業費 2,135千円（主要事業分 2,135千円） 所属：こども青少年局

こども政策課

① 青少年木育啓発事業

青少年が、青少年いこいの家などの里山の

フィールドにおいて、植樹や間伐活動などの

体験を通して木育を学び、主体的に考えられ

る豊かな心を育む。

② 木製品活用事業

あまがさき・ひと咲きプラザ内の書架や

ベンチを、県産材を活用し、専門家の指導

を受けて青少年が製作する。

また、プラザ内に木製のおもちゃや遊具

を設置し、日常的に木製品に触れる機会を

提供する。

木育（もくいく）とは・・・
木に触れて親しむことにより、木の良さや木材利用の意義を知ってもらうこと

を目的とした活動のこと。
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№40

　外国籍住民の交流や生活情報を得る場づくりにより、外国籍住民が安
心して住み、互いを理解・尊重し、ともに生きる社会の実現を目指す。

R4目標値： 30

　お互いの生活や文化を理解・尊重し、外国籍住民が安心して快適に生
活や行動ができるよう、ともに生きる多文化共生社会の推進に向けた取
組を進める。
　令和2年度は、多文化共生社会に向けてさらなる環境整備を行うた
め、①電話通訳・テレビ通訳事業、②日本語ボランティアスキルアップ
講座、③地域住民に対する「やさしい日本語講座」、④外国籍住民の交
流の場づくりの取組を実施する。

指標：
外国籍住民交流事業参加
者数 (単位： 人 )

・通訳が必要な外国籍住民と意思疎通を図るため、行政窓口における多言語対応策
として、「電話通訳」と「テレビ通訳」を導入する。

・日本語ボランティアを対象に、指導方法や外国籍住民への接し方について、スキ
ルアップするための講座を行う。

・外国籍住民と地域住民とのコミュニケーションがスムーズに行えるよう、地域住
民を対象にやさしい日本語講座を実施する。

・外国籍住民は言葉や文化等の違いにより地域住民との交流が十分でなく、社会的
に孤立しやすいことから、外国籍住民、地域住民相互の交流を図るための場づくり
を行う。

多文化共生社会推進事業
R2事業費 2,120千円（主要事業分 2,018千円） 所属：総合政策局

ダイバーシティ推進課

事業概要

事業イメージ

評価指標・効果額

【電話通訳・テレビ通訳事業】

【日本語ボランティアスキルアップ講座】

【やさしい日本語講座】

【外国籍住民交流事業】
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№41

　前期高齢者の介護予防の推進により、認定率の上昇抑制と重度化防止
に取り組む。（第7期高齢者保健福祉・介護保険事業計画の目標値と同
じ）

　身近な地域で気軽に参加できるよう、いきいき百歳体操やフレイル
チェック等の取組を推進し、地域ぐるみの介護予防体制の構築を目指
す。
　令和2年度からは、地域での介護予防活動を紹介するパンレットの設
置・配布や学び・交流の住民活動への講師費用の助成など、地域での介
護予防活動の支援を強化する。

指標：
前期高齢者の要介護（要
支援）認定率 (単位： ％ ) R4目標値： 6.2

いきいき百歳体操等推進事業・高齢者元気
アップ活動情報発信等事業

R2事業費 8,341千円（主要事業分 3,766千円）
所属：健康福祉局

包括支援担当

事業概要

事業イメージ

（仮）高齢者元気アップ活動紹介パンフレットを発行
高齢者ふれあいサロン、いきいき百歳体操、認知症カフェなどの特に高齢者が楽

しめる地域の集い場の情報を掲載したパンフレット（広告付き）を発行する。

（仮）シニア情報ステーションを設置
認知症サポーター養成講座を受講した薬局、スーパーマーケット、金融機関などの

（仮）シニア情報ステーション協力店にパンフレットラックを設置し、（仮）高齢
者元気アップ活動紹介パンフレットを設置・配布するなど情報発信を行う。

また、何気ない店頭での会話で感じた気がかりな人を、地域包括支援センター等
の支援機関につなぐ。

伝
え
、
つ
な
が
る

地域の集い場に講師謝礼を助成（助成額上限9千円／回 年１回限り 50団体まで）
地域の集い場で行う、フレイル（虚弱）・認知症予防や認知症の人との接し方な

どに関する学習会の講師費用を助成する。

いきいき１００万歩運動登録者を対象にフレイルチェックを実施
いきいき１００万歩運動登録者を対象にフレイルチェックを実施し、地域の集い場

への参加を促す。

み
ん
な
で
集
う

伝え、つながる

支える力を高める 不安を和らげる

みんなで集う

評価指標・効果額
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　中学校区程度の圏域に概ね1箇所の設置を目指す。

　認知症の人やその家族、介護者等が住み慣れた地域で安心して生活を
継続できるよう、認知症サポーターの養成など社会全体で認知症の人を
支える取組を総合的に推進する。
　令和2年度からは、万が一の事故による賠償責任を補償する個人賠償
責任保険制度を導入するなど、認知症の人の社会参加を支える取組を強
化する。

指標：
地域に開かれた認知症カ
フェの数 (単位：箇所 ) R4目標値： 17

認知症対策推進事業
R2事業費 34,331千円（主要事業分 17,697千円）

[正規職員1人増員]
所属：健康福祉局

包括支援担当

事業概要

事業イメージ

評価指標・効果額

認知症コミュニケーション講座を開催
家族の人や地域の支援者向けの、認知症の人とのかかわり方を学ぶ講座を開催する。

認知症サポーターステップアップ講座を開催
認知症の人への対応を学びたい、もっと受け止めたい人向けの実践講座を開催する。

専門職向けの認知症対応力向上研修を開催
尼崎総合医療センターが行う専門職向け認知症対応力向上研修と連携して取り組む。

支
え
る
力
を
高
め
る

認知症個人賠償責任保険を導入（賠償額最大1億円 保険料は全額市負担）
認知症の人が、外出時などに万が一の事故で賠償責任を負った場合に備えて、一

定の基準を満たす認知症の人やその家族を被保険者とする個人賠償責任保険に市が保
険契約者として加入する。
貸与するＧＰＳ機器を専用靴に挿入できるタイプを追加

現行の携帯型だけでなく専用靴に挿入できるタイプを追加。特性にあわせ選択可能
にする。

不
安
を
和
ら
げ
る

認知症カフェに運営費を助成（助成額上限5万円／年 20団体まで）
地域に開かれた認知症カフェに運営費を助成する。助成を受けた認知症カフェは、

他の集い場から相談があった場合に運営のノウハウを伝えるなどのサポートを行う。
若年性認知症カフェを開催

尼崎総合医療センターや尼崎市医師会などの協力を得て、若年性認知症カフェを開
催する。

み
ん
な
で
集
う

伝え、つながる

支える力を高める 不安を和らげる

みんなで集う
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R4目標値： 1,800

　介護予防・日常生活支援総合事業の訪問型サービスに従事する担い手
としての生活支援サポーターを養成する。
　令和2年度からは、自前でサポーターを養成し雇用する意向の介護事
業者に対し、養成講座実施に係る必要経費の補助を行うほか、講習修了
後の活動支援を行うことで、より効果的に就労につなげていく。

　

　より多くのサポーターが従事することで、介護サービスや地域の支え
合いの担い手を増やす。

指標： 生活支援サポーター養成数 (単位： 人 )

生活支援サポーター養成事業
R2事業費 9,056千円（主要事業分 1,320千円）

所属：健康福祉局

高齢介護課

介護保険事業担当

事業概要

事業イメージ

評価指標・効果額

市役所

委託先事業者

養成講座の実施

生活支援サポーター

研修

活動支援

生 活 支 援 サ ポ ー
ターとして経験・ス
キルを獲得するまで
実践活動研修などを
実施し、不安等を払
拭できるようサポー
トします。

拡充

介護事業者

拡充

介護事業者

生活支援サポーター

研修

介護事業者が自前
で 生 活 支 援 サ ポ ー
ター養成講座を実施
し、より効果的に就
労へつなげていきま
す。

拡充

実際に生活支援サポーターとし

て働くのは不安だな・・・。

委託 補助
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№44

R4目標値： 70

　高齢者の保健医療の向上及び福祉の増進を包括的に支援する中核機関
として、地域包括支援センターを市内に12箇所設置し、総合相談や権
利擁護等、高齢者の心身の健康の保持及び生活の安定のために必要な支
援を行う。
　令和2年度からは、必要に応じてリハビリテーション専門職が支援対
象者宅に同行してケアマネジャーに助言する仕組みを導入し、高齢者の
生活の質及びケアマネジメントの質の一層の向上を図る。

地域ケア会議（気付き支援型）
　高齢者の自立支援及び生活の質（ＱＯＬ）の向上に資するケアマネジメント支援
のための、多職種（薬剤師、リハビリテーション専門職、管理栄養士、歯科衛生
士、主任ケアマネジャー、生活支援コーディネーター）の協働により参加者全員の
「気付き（学び）」を支援するケア会議。
　

リハビリテーション専門職の同行訪問によるケアマネジメント支援
　地域包括支援センターが開催する地域ケア会議（気付き支援型）の一環として、
ケアマネジャーが支援対象者の自宅でアセスメント（身体機能や生活環境等の評
価）を行う際に、必要に応じてリハビリテーション専門職が同行し、ケアマネ
ジャーに助言する仕組みを導入する。

　気付き支援型地域ケア会議での助言に基づき、行動変容がみられた支
援対象者の割合を高めることを目標とする。

指標：
行動変容がみられた支援
対象者の割合 (単位： ％ )

地域包括支援センター運営事業
R2事業費 426,394千円（主要事業分 2,487千円） 所属：健康福祉局

包括支援担当

事業概要

事業イメージ

評価指標・効果額

支援対象者のＱＯＬの向上

支援対象者の行動変容

事例提供者の気付き

改善

同行訪問によるケアマネジメ

ント支援(Ｒ２～)

現場（支援対象者の自宅）で

のケアマネジメント支援

介護予防・重度化防止ハン

ドブック（Ｒ１作成）

高齢者の意識啓発（介護予

防・重度化防止には栄養・身体

活動・社会参加が大切）

ケアマネジャー 支援対象者

NEW

ＱＯＬの向上に資する

ケアマネジメント

気付き支援型地域ケア会議

（H30～）

会議の場でのケアマネジメン

ト支援

同行訪問によるケアマネジメ

ント支援(Ｒ２～)

現場（支援対象者の自宅）で

のケアマネジメント支援

〇事例提供者へのアンケート等の結果
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№45

　軽費老人ホームの健全な育成を図り、老人福祉行政の円滑な推進に資
するために設置・運営する社会福祉法人に対して、運営補助を行ってい
る。
　令和2年度からは、軽費老人ホームの入居ニーズの低下や特別養護老
人ホームの入所待機者が多数いることを踏まえ、軽費老人ホームから特
別養護老人ホームへの転換を図り、待機者数の解消につなげていく。

　特別養護老人ホームへの転換に係る補助金の減
　　令和2年度～令和4年度　3施設　21人分　▲18,921千円
　以降、転換1人分ごとに901千円の減

▲18,921 千円 （うちR2効果額： ▲4,685 千円）

軽費老人ホーム運営補助の見直し
R2事業費 －千円（主要事業分 ▲4,685千円） 所属：健康福祉局

高齢介護課

事業概要

事業イメージ

評価指標・効果額評価指標・効果額

軽費老人ホーム

（入居者像）
・自宅での生活
に不安がある等

（施設数等）

・市内に5施設

・75床

（課題）
・加齢等により重度化した
場合、施設を出なければな
らない場合がある
・サービス付き高齢者向け
住宅の増加等により住まい
の選択肢が広がった結果、
既存施設において、空きが
出た際の入居者の確保に苦
労している

特別養護老人ホームに転換

（転換の主なメリット）

・現在軽費老人ホームに入居している方が重度化
した場合でも、転換により同じ施設での生活を継

続できる
・現在の空き部屋に特別養護老人ホーム申込者の

受入が可能となり、施設の有効活用が図られる
・待機者が多い特別養護老人ホームの定員数が増

加する
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№46

　令和2年10月から、介護保険料の納付方法（普通徴収かつ納付書払
い）を、金融機関や郵便局のみでなく、新たにコンビニ、電子マネーで
の納付を可能にすることで、利便性の向上と収納率の向上を図る。

　65歳以上の高齢者を対象に、金融機関や郵便局と共に身近な存在と
なっているコンビニを介護保険料の納付場所として利用できるように
し、利便性の向上と介護保険料の収納率の向上を目指す。
 　また、電子マネーによる納付にも対応することにより、24時間どこ
からでも納めることが可能になる。

　コンビニ収納、電子マネーでの介護保険料の納付を可能にすること
で、利便性向上と収納率向上を図る。

指標： 介護保険料の収納率 (単位： ％ ) R4目標値： 98.36

介護保険料に係る利便性向上と収納率向上対策の推進
R2事業費 －千円（主要事業分 －千円） 所属：健康福祉局

介護保険事業担当

事業概要

事業イメージ

評価指標・効果額評価指標・効果額

納付書払い

口座振替 コンビニ納付と
電子マネーでの
納付を開始

利用者

金融機関及び郵便局
での納付

利
便
性
・
収
納
率
の
向
上

利用者

電子マネー収納

金融機関及び郵便局
での納付

コンビニ収納
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№47

R4目標値： －

　尼崎市公共施設マネジメント計画（方針1：圧縮と再編の取組）に基
づき、老朽化した身体障害者福祉会館を教育・障害福祉センターに移転
するため、同センター（2階）の必要な整備を進める。

　令和２年度 ： 移転先の改修等設計
　令和３年度 ： 移転先の改修等工事
　　　　　　 ： 身体障害者福祉会館（既存）の解体設計
　 ※ 移転先は、教育・障害福祉センター（2階の一部）を予定
   令和４年3月 ： 供用開始（予定）
　令和４年度 ： 身体障害者福祉会館（既存）の解体工事

【身体障害者福祉会館とは】
　身体障害者の交歓や厚生福利の増進、社会福祉活動の進展を図るための施設

　身体障害者福祉会館の老朽化に伴い、その機能を教育・障害福祉セン
ターに移転するものであり、評価指標は設定しない。

指標： － (単位： － )

身体障害者福祉会館移転事業
R2事業費 12,527千円（主要事業分 12,527千円） 所属：健康福祉局

障害福祉政策担当

事業概要

事業イメージ

評価指標・効果額

所在地 尼崎市稲葉荘3丁目9－26
竣工年 昭和50年
構造等 鉄筋コンクリート造2階建て

延べ床面積487.76㎡
敷地面積432.62㎡

身体障害者福祉会館

所在地 尼崎市三反田町1丁目1－1
竣工年 昭和60年
構造等 鉄筋コンクリート造

地下1階地上5階建て
延べ床面積1,158.11㎡
敷地面積1,159.65㎡

教育・障害福祉センター

令
和
４
年
3
月

移
転
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№48

R4目標値： 100

　障害のある人等からの相談に応じ、必要な情報提供や助言、障害福祉
サービスの利用等の支援を行う。
　令和2年度から、新たな委託相談支援事業所を確保して、相談支援体
制の充実を図る。

　現行の尼崎市障害福祉計画（第5期）において、令和2年度の利用計
画の作成達成率100％を目指しており、早期達成に向けて取組を進め
る。

指標：
サービス等利用計画及び障害児
支援利用計画の作成達成率 (単位： ％ )

障害者（児）相談支援事業
R2事業費 123,405千円（主要事業分 11,409千円） 所属：健康福祉局

障害福祉政策担当

事業概要

事業イメージ

評価指標・効果額

委託相談支援事業所を

１か所（相談支援専門員：

２人分）増やして、本市の

相談支援体制の充実を図る 。
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№49

R4目標値： 70

　歩きたばこやポイ捨て、受動喫煙のないまちを目指し、尼崎市たばこ
対策推進条例の周知・啓発、主要駅における巡回指導の実施、新たな路
上喫煙禁止区域の指定や喫煙所の整備などに取り組む。

　まちづくり提案箱等でも喫煙マナーが悪いというご意見をいただいて
いるところであり、様々なたばこ対策の取組を実施することで、市民ま
つりや地区まつりなどで実施する喫煙に関するマナーについてどう思う
かのアンケートにおいて「良い」、「普通」と回答する人の割合の増加
を目指す。

指標：
本市の喫煙マナーが「良い」
「普通」と回答した人の割合 (単位： ％ )

たばこ対策推進事業
R2事業費 2,196千円（主要事業分 1,580千円） 所属：健康福祉局

健康支援推進担当

事業概要

事業イメージ

評価指標・効果額

★周知・啓発の強化

①主要駅において巡回指導の実施（新規 ）

②啓発物の掲示・配布

③地域と連携した取組

★路上喫煙禁止区域の拡充について調整

尼崎市たばこ対策推進条例
（平成30年10月完全施行）

●禁煙支援・受動喫煙の防止
●市内全域で歩きたばことポイ捨て禁止
●路上喫煙禁止区域を指定

（JR尼崎駅・JR塚口駅・阪神尼崎駅周辺）

条例の周知・啓発

みちばたスワンくん

H30～R1

R2

課題

依然として歩きたばこ

やポイ捨てが多い

施設管理者への周知や助言・指
導等の実施

改正された健康増進法・兵庫県受
動喫煙の防止等に関する条例が4
月に全面施行。（屋内が原則禁煙
に）

目指すまちの姿

Smoking Area
健康的なまち
・禁煙支援

・禁煙教育

安全・安心で

美しいまち
歩きたばこ、

ポイ捨てをしない

吸う人も吸わない人も

快適に過ごせるまち
受動喫煙防止の環境

整備
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№50

【統合後の姿】
１．効率的かつ安定的な運営体制の確保

２．今日的なニーズへの対応

　公益財団法人尼崎口腔衛生センターで行う障害者(児)歯科診療、休日
急病歯科診療等の事業を効率的かつ安定的に運営するため、当財団を尼
崎市歯科医師会に組織統合し、財団法人の運営に要していた管理経費を
一部削減するとともに、更なる歯科口腔保健事業の充実を目指す。

　公益財団法人尼崎口腔衛生センタ による運営に要していた人件費等
管理経費の一部を削減することによる効果額。

▲11,496 千円 （うちR2効果額： ▲11,496 千円）

【統合前の課題】
１．平成22年の歯科専門学校の廃止以
　降、財団の規模は大きく縮小している。
　　現在、障害者(児)歯科診療が主たる
　業務となっているが、歯科医師の確保
　も歯科医師会に委ねている状況であり、
　財団による事業運営の必要性が低下し
　ている。

2．障害者(児)歯科診療には、特別な知識
　や技術が必要とされるが、安定的・継続
　的に人材を育成・確保する仕組みがない。
　　また、少子高齢社会が進展する中、高
　齢者歯科対策の構築が急務となっている。

そこで…

   歯科医師会との統合により内部管理に係る組織が簡素化され、併せてこれまで
財団の運営に要していた人件費等管理経費の一部を削減する。

   上記１により削減した経費の一部を活用し、障害者(児)歯科診療に従事する歯
科医師・歯科衛生士の計画的な育成・確保や、在宅歯科診療の充実等、現状に即
した課題への対応を検討する。

尼崎口腔衛生センターの組織統合に伴う見直し
R2事業費 －千円（主要事業分 ▲11,496千円） 所属：健康福祉局

保健企画課

事業概要

事業イメージ

評価指標・効果額評価指標・効果額

事業イメージ事業イメージ

公益財団法人

尼崎口腔衛生センター

一般社団法人

尼崎市歯科医師会

統合(合併)

尼崎口腔衛生センター
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№51

　被災、失業・廃業、所得激減による減免に対する一般会計繰出金
　令和元年度予算　　111,254千円
　令和２年度予算　　　　　　0千円
　効果額　　　　　▲111,254千円

　厳しい財政状況を踏まえ、これまで一般会計からの繰出しによって実
施している国民健康保険料の減免措置（特別減免を除く。）について、
保険料を財源とするよう見直す。なお、令和2年度においては、保険料
の激変を緩和するため、国民健康保険事業基金を活用する。

▲111,254 千円 （うちR2効果額： ▲111,254 千円）

国民健康保険料の減免に係る財源の見直し
R2事業費 －千円（主要事業分 ▲111,254千円） 所属：総務局

国保年金管理担当

事業概要

事業イメージ

評価指標・効果額

繰出しを継続する減免

④特別減免　（78,783千円）
　多人数世帯や低所得世帯の負担軽減を図る

ため、基準総所得に対する保険料の負担率が
20％を超える部分の1/4を減免する。

④特別減免については、多
人数世帯等の負担軽減を目
的として、政策的に実施して
いることから、一般会計からの
繰出しを継続する。

一般会計からの繰出しに
より実施している減免

繰出しを見直す減免

①被災減免　（1,467千円）
　納付義務者が所有する家屋等が火災等により
損害を受けた場合に、その損害の程度と納付義
務者の所得に応じて保険料を減免する。

 ①～③
 （▲111,254千円）

　一般会計からの繰出し
を廃止し、保険料を財源
とするよう見直す。
　なお、令和2年度は、
保険料の激変を緩和す
るため、国民健康保険
事業基金を活用する。

②失業・廃業減免　（103,296千円）
　被保険者が失業等をしたことにより保険料の納
付が困難となった場合に、失業等をした被保険
者の所得に応じて保険料を減免する。

③所得激減減免　（6,491千円）
　その年における世帯の被保険者の総所得金額
と保険料の賦課基準となった年の総所得金額を
比較して減少率が50%以上となった場合に、世帯
の被保険者全員の所得に応じて保険料を減免す
る。
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№52

　出動件数の増加は、救急隊の現場到着時間の遅延に繋がり、重篤な傷
病者への対応の遅れが懸念される。市民サービスと救命率の向上のた
め、増隊するものであり、評価指標は設定しない。

　年々増加する救急需要に迅速的確に対応するため、市内8箇所の消防
署所に配置されている9隊の救急隊に加え、更に1隊の救急隊を増隊す
る。

指標： － (単位： － ) R4目標値： －

救急隊増隊事業
R2事業費 42,667千円（主要事業分 42,667千円）

[正規職員8人増員]

所属：消防局

企画管理課

救急課

事業概要

事業イメージ

評価指標・効果額

増大する救急需要に対応し、救急サービスの質を維持向上させる

ため、令和３年度の増隊に向け、令和２年度中に救急車両等の購入、

救急隊配置署の庁舎改修、救急隊員の確保を図る。

○救急データ

・平成31年(令和元年)救急件数 31,757件

（＋3,032件【平成28年比較】）

・救急隊数 9隊

・救急隊1隊あたりの稼働件数 3,529件

※救急件数の比較は、前回増隊時（平成29年4月 8隊

⇒9隊に増隊）の救急検証ﾃﾞｰﾀである平成28年と比較

現場到着時間等

の遅延のおそれ

 

救急サービス

低下の懸念

（増隊スケジュール）

救急隊を1隊増隊（９隊⇒１０隊）

＜令和２年度＞

・救急隊員の確保（正規職員８人増員）

・救急車両等の購入

・救急配置署所の改修

＜令和３年度＞

・運用開始

（救急隊１０隊）
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R4目標値： 90

　防災総合訓練、非常用物資の備蓄等により、防災体制の充実を図る。
　また、災害時に発生する膨大な情報をクロノロジー（時系列）に沿っ
てシステム登録し、リアルタイムで一元集約・共有する「災害情報シス
テム」を市災害対策本部に導入し、災害状況を迅速に把握することで、
より的確な災害情報の発信や災害対応を行う。

【災害発生時、大量に発生する情報】
・市内の被害状況　・停電等ライフライン状況　・交通インフラ情報　・避難場所
・備蓄、救援物資　・市災害対策本部の対応状況・医療機関、関係機関の情報

　災害情報システムを整備し、災害時に備えることで、災害発生時の迅
速な対応と市の防災体制に対する安心感の向上に繋げる。

指標： 市の防災体制が「安心」「どちらかと
いえば安心」と回答した市民の割合 (単位： ％ )

防災対策等事業
(災害情報システムの導入)

R2事業費 13,074千円（主要事業分 2,632千円）
所属：危機管理安全局

災害対策課

事業概要

事業イメージ

評価指標・効果額

【災害情報システム】市域内で発生する大量

かつ最新の情報を

リアルタイムで一元的

に集約し、市災害対策

本部全体で共有

システムで集約した

情報を整理・分析。

災害状況を迅速に把握

システムを活用し、災害情報の発信や災害対応を実施

・より迅速な災害情報の発信

・関係機関と連携したライフライン

の復旧対応等の対策

・災害状況に応じた物資や飲料水の

供給等、災害時の生活支援に向けた対策テムを活用した災害情報の発信や

市民への情報発信迅速な災害対応

クロノロジー（時系列）に沿って情報を登録
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R4目標値：  

　災害対策基本法に基づき、避難行動要支援者の把握に努め、避難支援
等を実施するための基礎とする避難行動要支援者名簿（以下「名簿」と
いう。）を作成・更新するとともに、避難支援体制の整備に関する取組
を進める。
　令和２年度からは、福祉専門職からの受援（応援の受入）体制の整備
や要支援者の位置情報を可視化するシステムの導入、個別支援計画の段
階的な作成支援に取り組む。

①　福祉専門職からの受援（応援の受入）体制を整備するための、福祉
　専門職団体との協議の場を広げ、各団体の役割分担等を整備するとと
　もに、災害発生時に名簿情報等を活用した、福祉専門職の支援を受け
　るためのマニュアルを策定する。

②　市社協等と連携して、支援者等の情報を収集し、名簿情報と位置情
　報を合わせて管理するシステムを導入するほか、個別支援計画の段階
　的な作成支援に向けて取り組む。
　【システムの主な機能】
　　○避難行動要支援者情報の台帳管理機能
　　○名簿の作成・更新機能
　　○個別支援計画の作成支援機能

　名簿提供団体は自治会組織以外（マンション管理組合等）の様々な規
模の団体に名簿を提供していくことを想定しているものであり、評価指
標は設定しない。

指標： － (単位： － )

災害時要援護者支援事業
（支援体制づくりの推進）

R2事業費 24,846千円（主要事業分 23,808千円）

所属：健康福祉局

福祉課

総合政策局

各地域課

事業概要

事業イメージ

評価指標・効果額
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